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財 政 課

令 和 ４ 年 度 １ ２ 月 補 正 予 算

に 関 す る 説 明 資 料

（ 議 案 第 １ ６ ６ 号 ）
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(単位：千円)

増 減 額

地方交付税 641,812 （ 196,207,376 → 196,849,188 ）

土木費分担金 304 （ 375,975 → 376,279 ）

畜産業手数料 5,600 （ 56,822 → 62,422 ）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 職員費（教育費負担金） △ 147,458 （ 16,024,935 → 15,877,477 ）

3,955,973 （ 14,245,048 → 18,201,021 ）

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金

1,048,489 （ 16,083,608 → 17,132,097 ）

中山間地域土地改良施設等保全基金利子収入 畜産物売払収入 △ 3,949 （ 91,925 → 87,976 ）

182 （ 773 → 955 ）

文化振興事業費 23,100 （ 27,500 → 50,600 ）

地域医療介護総合確保基金繰入金 562,280 （ 1,743,082 → 2,305,362 ）

県庁舎入居団体費用収入 9,039 （ 154,891 → 163,930 ）給与費（下水道マネジメント推進課分）

△ 12,939 （ 184,984 → 172,045 ）

産業廃棄物特定支障除去等支援事業出えん金 労働保険料納付金 △ 1,335 （ 21,558 → 20,223 ）

3,333 （ 46,193 → 49,526 ）

令 和 ４ 年 度 12 月 補 正 予 算　　主 要 な 歳 入 増 減 調 書

区　　　　分 増　　　　額　　　　内　　　　訳 減　　　　額　　　　内　　　　訳

1 県 税

2 地方消費税清算金

3 地 方 譲 与 税

4 地 方 特 例 交 付 金

5 地 方 交 付 税 641,812

6
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

7 分担金及び負担金 304

8 使用料及び手数料 5,600

9 国 庫 支 出 金 6,004,929

10 財 産 収 入 △ 3,767

11 寄 附 金 23,100

12 繰 入 金 562,280

13 繰 越 金

14 諸 収 入 154
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増 減 額区　　　　分 増　　　　額　　　　内　　　　訳 減　　　　額　　　　内　　　　訳

能代産業廃棄物処理センター環境保全対策事業費

5,000 （ 69,200 → 74,200 ）

農業用施設災害復旧事業費 4,000 （ 56,500 → 60,500 ）

15 県 債 9,000

合　　　計 7,243,412 650,524,075　→　657,767,487
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(単位：千円)

増 減 額 減　　　　額　　　　内　　　　訳

議員報酬費 2,443 （ 616,018 → 618,461 ）職員給与費 △ 5,375 （ 264,745 → 259,370 ）

地域公共交通等新型コロナ対策事業 628,555 （ 1,078,752 → 1,707,307 ）職員給与費 △ 68,144 （ 71,629,415 → 71,561,271 ）

地域医療介護総合確保基金積立金 958,543 （ 733,144 → 1,691,687 ）

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス継続支援事業

560,000 （ 227,085 → 787,085 ）

介護保険施設等物価高騰対策事業 164,250 （ 0 → 164,250 ）

新興感染症対策事業（新型コロナウイルス感染症分）

1,702,800 （ 13,679,294 → 15,382,094 ）

医療施設等物価高騰対策事業 573,613 （ 0 → 573,613 ）

職員給与費 △ 19,928 （ 599,817 → 579,889 ）

あきたの魅力ある水田農業確立対策事業 職員給与費 △ 75,092 （ 6,178,896 → 6,103,804 ）

300,000 （ 1,321,139 → 1,621,139 ）

土地改良区体制強化事業 147,000 （ 19,619 → 166,619 ）

６次産業化施設緊急整備事業 103,869 （ 158,743 → 262,612 ）

新エネルギー産業創出・育成事業 395,000 （ 217,675 → 612,675 ）職員給与費 △ 62,292 （ 2,116,725 → 2,054,433 ）

宿泊施設等生産性向上支援事業 294,543 （ 0 → 294,543 ）

港湾運送事業者支援事業 12,720 （ 0 → 12,720 ）職員給与費 △ 109,844 （ 3,800,063 → 3,690,219 ）

一般管理事業 84,608 （ 4,757,576 → 4,842,184 ）

職員給与費 26,628 （ 20,504,507 → 20,531,135 ）

令 和 ４ 年 度 12 月 補 正 予 算    主 要 な 目 的 別 増 減 調 書

区　　　　分 増　　　　額　　　　内　　　　訳

1 議 会 費 △ 2,932

2 総 務 費 652,507

3 民 生 費 2,056,593

4 衛 生 費 3,043,972

5 労 働 費 △ 19,928

6 農 林 水 産 業 費 636,832

7 商 工 費 647,360

8 土 木 費 △ 78,180

9 警 察 費 111,236
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増 減 額 減　　　　額　　　　内　　　　訳区　　　　分 増　　　　額　　　　内　　　　訳

秋田県立大学施設設備等整備事業 307,958 （ 506,550 → 814,508 ）職員給与費 △ 481,817 （ 84,403,961 → 83,922,144 ）

秋田県立大学運営事業 94,639 （ 3,599,759 → 3,694,398 ）

高等学校運営費 73,294 （ 1,794,389 → 1,867,683 ）

国際教養大学施設設備等整備事業 26,180 （ 1,897,324 → 1,923,504 ）

農地・農業用施設小災害支援事業 60,000 （ 119,900 → 179,900 ）

10 教 育 費 135,952

11 災 害 復 旧 費 60,000

12 公 債 費

13 諸 支 出 金

14 予 備 費

合　　　計 7,243,412 650,524,075　→　657,767,487
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広報事業に係る債務負担行為の設定について

広報広聴課

１ 事業目的
県政情報を分かりやすく伝え、県民との情報共有を図るとともに、県政への参画と協働による取組を促す

ため、様々な媒体を活用した広報を実施する。

２ 事業内容
広報の企画・制作業務を「広報紙・新聞広報」と「テレビ広報・ラジオ広報」の二つにまとめ、それぞれ

をインターネットメディアと組み合わせ、同一の県政情報をターゲットに応じて異なる手法で発信しながら、
県内の若・中年層に対してＳＮＳ・動画広告を行うなど、媒体間で連携を図る。

３ 債務負担行為限度額
６９，１９６千円（ ３，２８６千円、 ６５，９１０千円） 内 訳 役務費 １３，０５６千円

委託料 ５６，１４０千円

（１）広報紙等メディアミックス事業 ５１，４７２千円
① インターネットメディア 美の国あきたネットへの掲載、ＳＮＳ投稿・広告
② 広報紙 年６回発行（奇数月）、８ページ、４１３千部印刷・配布
③ 新聞広報 年４回掲載（四半期ごと）、地元紙３紙、全５段

（２）電波媒体メディアミックス事業 １７，７２４千円
① インターネットメディア ユーチューブによる短編動画の配信、ＳＮＳ投稿、動画広告
② テレビ広報 県内民放３局、年１２回（月１回）放送
③ ラジオ広報 県内民放ＦＭ１局、年２４回（月２回）放送

４ 債務負担行為を設定する理由
新年度当初から、各媒体を活用して広報を実施するためには、今年度中に受託者の決定や契約手続を行い、

掲載枠や放送枠の確保、制作や編集等を行う必要があるため。
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令和４年度におけるSNS広告・動画広告の実施状況（令和4年12月現在）

広報事業に係る債務負担行為の設定について（参考資料）

広報広聴課

• 1回当たり 約4万回表示
• 平均再生率(動画を再生した時間割合) 約8割

動画広告

ターゲットへの広告表示回数の増加　　
　　 

より効果的な広告配信
　　　

令和5年度の運用方針・目標

県民意識調査における「広報活動の現状評価」　　
　肯定的評価（十分行われている・ある程度行われている）の割合　
　　令和4年度：66.4％　⇒　令和5年度：68.0％ (段階的に向上させて 令和7年度：70.0％） を目指す。

SNS広告

• 1回当たり 約10万回表示
• クリック率 約0.8％

・　広報紙・テレビ広報番組などで取り上げた広報テーマに関し、県内在住の若・中年層(10代～50代)をターゲットに広告を実施。
・　SNS広告では特集記事に関する画像等を、動画(YouTube)広告では5秒でスキップ可能な短編動画(2分間)を作成して運用。

それぞれ
　年6回相当　

　　　＜参考＞ 令和4年度調査結果（18～39歳）
　　　　　　　　　 　・肯定的評価 62.8％
　　　　　　　　　 　・「県が発信する情報の取得方法」　県政広報番組（テレビ・ラジオ） 24.1%   ソーシャルメディア 28.4%

SNS広告：年2回相当
動画広告：年1回相当

広報テーマのターゲットにマッチしたソーシャル
メディアの選択等

→　
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あっせんの申立てについて（議案第１８３号）

総務課

１ 趣旨

東京電力ホールディングス株式会社に対する損害賠償請求のうち、第七次請求に係る未受領額について、「原子力

損害賠償紛争解決センター」に和解のあっせんの申立てを行う。

２ 申立額

３，２２４千円

３ 第七次請求の概要

４ あっせん申立額の内訳

○ 県が被害者支援等のために負担した費用 １，５９８千円

放射線・放射能の監視測定に係る費用

○ 人件費 １，６２６千円

請求区分 請求時期 対象経費 請求額
受領済額

（任意）
未受領額

第七次 令和4 年 6 月 令和元～3年度分 16,212 12,988 3,224

（単位：千円）

※ 単位未満切捨て
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「県議会議員の議員報酬等に関する条例の一部を改正する条例案」について（議案第１７５号）

人事課

１ 改正理由

県議会議員の期末手当の額を改定する必要がある。

２ 改正内容

県議会議員に対する期末手当の年間支給月数を引き上げる。

現 行 改 正 後
令和４年度 令和５年度以降

６月 １．５５月 １．５５月 １．５７５月
（＋０．０２５月）

１２月 １．５５月 １．６０月 １．５７５月
（＋０．０５月） (＋０．０２５月)

年間計 ３．１０月 ３．１５月 ３．１５月
（＋０．０５月） （＋０．０５月）

３ 施行期日

○ 公布の日：令和４年度分〔令和４年１２月１日遡及適用〕

○ 令和５年４月１日：令和５年度以降分
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「一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例案」について（議案第１７６号）

人事課

１ 改正理由

人事委員会の知事に対する給与等に関する報告及び勧告に鑑み、県職員の給料月額並びに期末手当及び

勤勉手当の額を改定する必要がある。

２ 改正内容

⑴ 一般職の職員の給与に関する条例の一部改正（第１条、第２条）

① 給料

若年層に重点を置いて引き上げる。（条例別表第１～別表第６） ※ 改定率 ０．１７％

② 期末・勤勉手当

年間支給月数を引き上げる。（第２２条関係）

現 行 改 正 後
令和４年度 令和５年度以降

６月 ２．１０月 ２．１０月 ２．１５月
（＋０．０５月）

１２月 ２．１０月 ２．２０月 ２．１５月
（＋０．１０月） (＋０．０５月)

年間計 ４．２０月 ４．３０月 ４．３０月
（＋０．１０月） （＋０．１０月）

※再任用職員については、＋０．０５月（年間２．２０月→２．２５月）
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⑵ 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改

正（第３条～第６条）

① 給料

任期付研究員及び特定任期付職員に係る給料月額を引き上げる。

② 期末手当
任期付研究員及び特定任期付職員の年間支給月数を引き上げる。

現 行 改 正 後
令和４年度 令和５年度以降

６月 １．５７５月 １．５７５月 １．６２５月
（＋０．０５月）

１２月 １．５７５月 １．６７５月 １．６２５月
（＋０．１０月） (＋０．０５月)

年間計 ３．１５月 ３．２５月 ３．２５月
（＋０．１０月） （＋０．１０月）

３ 施行期日等

○ 公布の日

・給料〔令和４年４月１日遡及適用〕

・期末・勤勉手当（令和４年度分）〔令和４年１２月１日遡及適用〕

○ 令和５年４月１日

・期末・勤勉手当（令和５年度以降分）

○ 一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和四年秋田県条例第３８号）について所

要の規定の整理を行う。
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一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
等
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
第
一
条
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
勤
勉
手
当
）

（
勤
勉
手
当
）

第
二
十
二
条

略

第
二
十
二
条

略

２

勤
勉
手
当
の
額
は
、
勤
勉
手
当
基
礎
額
に
、
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る

２

勤
勉
手
当
の
額
は
、
勤
勉
手
当
基
礎
額
に
、
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る

支
給
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
任
命
権
者
が

支
給
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
任
命
権
者
が

支
給
す
る
勤
勉
手
当
の
額
の
、
そ
の
者
に
所
属
す
る
次
の
各
号
に
掲
げ
る
職

支
給
す
る
勤
勉
手
当
の
額
の
、
そ
の
者
に
所
属
す
る
次
の
各
号
に
掲
げ
る
職

員
の
区
分
ご
と
の
総
額
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
を
超
え
て
は
な
ら
な
い

員
の
区
分
ご
と
の
総
額
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
を
超
え
て
は
な
ら
な
い

。

。

一

前
項
の
職
員
の
う
ち
再
任
用
職
員
以
外
の
職
員

当
該
職
員
の
勤
勉
手

一

前
項
の
職
員
の
う
ち
再
任
用
職
員
以
外
の
職
員

当
該
職
員
の
勤
勉
手

当
基
礎
額
に
当
該
職
員
が
そ
れ
ぞ
れ
の
基
準
日
現
在
（
退
職
し
、
又
は
死

当
基
礎
額
に
当
該
職
員
が
そ
れ
ぞ
れ
の
基
準
日
現
在
（
退
職
し
、
又
は
死

亡
し
た
職
員
に
あ
つ
て
は
、
退
職
し
、
又
は
死
亡
し
た
日
現
在
。
次
項
に

亡
し
た
職
員
に
あ
つ
て
は
、
退
職
し
、
又
は
死
亡
し
た
日
現
在
。
次
項
に

お
い
て
同
じ
。
）
に
お
い
て
受
け
る
べ
き
扶
養
手
当
の
月
額
及
び
こ
れ
に

お
い
て
同
じ
。
）
に
お
い
て
受
け
る
べ
き
扶
養
手
当
の
月
額
及
び
こ
れ
に

対
す
る
地
域
手
当
の
月
額
の
合
計
額
を
加
算
し
た
額
に
百
分
の
百
二
・
五

対
す
る
地
域
手
当
の
月
額
の
合
計
額
を
加
算
し
た
額
に
百
分
の
九
十
二
・

（
特
定
幹
部
職
員
に
あ
つ
て
は
、
百
分
の
百
二
十
二
・
五
）
を
乗
じ
て

五
（
特
定
幹
部
職
員
に
あ
つ
て
は
、
百
分
の
百
十
二
・
五

）
を
乗
じ
て

得
た
額
の
総
額

得
た
額
の
総
額

二

前
項
の
職
員
の
う
ち
再
任
用
職
員

当
該
再
任
用
職
員
の
勤
勉
手
当
基

二

前
項
の
職
員
の
う
ち
再
任
用
職
員

当
該
再
任
用
職
員
の
勤
勉
手
当
基

礎
額
に
百
分
の
五
十

（
特
定
幹
部
職
員
に
あ
つ
て
は
、
百
分
の
六
十

礎
額
に
百
分
の
四
十
五
（
特
定
幹
部
職
員
に
あ
つ
て
は
、
百
分
の
五
十
五

）
を
乗
じ
て
得
た
額
の
総
額

）
を
乗
じ
て
得
た
額
の
総
額

３
～
５

略

３
～
５

略

※

別
表
第
一
か
ら
別
表
第
六
ま
で
の
給
料
表
の
改
正
は
略

一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
第
二
条
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
勤
勉
手
当
）

（
勤
勉
手
当
）

第
二
十
二
条

略

第
二
十
二
条

略

２

勤
勉
手
当
の
額
は
、
勤
勉
手
当
基
礎
額
に
、
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る

２

勤
勉
手
当
の
額
は
、
勤
勉
手
当
基
礎
額
に
、
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る

支
給
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
任
命
権
者
が

支
給
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
任
命
権
者
が

支
給
す
る
勤
勉
手
当
の
額
の
、
そ
の
者
に
所
属
す
る
次
の
各
号
に
掲
げ
る
職

支
給
す
る
勤
勉
手
当
の
額
の
、
そ
の
者
に
所
属
す
る
次
の
各
号
に
掲
げ
る
職

員
の
区
分
ご
と
の
総
額
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
を
超
え
て
は
な
ら
な
い

員
の
区
分
ご
と
の
総
額
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
を
超
え
て
は
な
ら
な
い

。

。

一

前
項
の
職
員
の
う
ち
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
以
外
の
職
員

一

前
項
の
職
員
の
う
ち
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
以
外
の
職
員

当
該
職
員
の
勤
勉
手
当
基
礎
額
に
当
該
職
員
が
そ
れ
ぞ
れ
の
基
準
日
現
在

当
該
職
員
の
勤
勉
手
当
基
礎
額
に
当
該
職
員
が
そ
れ
ぞ
れ
の
基
準
日
現
在

（
退
職
し
、
又
は
死
亡
し
た
職
員
に
あ
つ
て
は
、
退
職
し
、
又
は
死
亡
し

（
退
職
し
、
又
は
死
亡
し
た
職
員
に
あ
つ
て
は
、
退
職
し
、
又
は
死
亡
し

た
日
現
在
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
お
い
て
受
け
る
べ
き
扶
養
手
当

た
日
現
在
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
お
い
て
受
け
る
べ
き
扶
養
手
当

の
月
額
及
び
こ
れ
に
対
す
る
地
域
手
当
の
月
額
の
合
計
額
を
加
算
し
た
額

の
月
額
及
び
こ
れ
に
対
す
る
地
域
手
当
の
月
額
の
合
計
額
を
加
算
し
た
額

に
百
分
の
九
十
七
・
五
（
特
定
幹
部
職
員
に
あ
つ
て
は
、
百
分
の
百
十
七

に
百
分
の
百
二
・
五

（
特
定
幹
部
職
員
に
あ
つ
て
は
、
百
分
の
百
二
十

・
五

）
を
乗
じ
て
得
た
額
の
総
額

二
・
五
）
を
乗
じ
て
得
た
額
の
総
額

二

前
項
の
職
員
の
う
ち
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員

当
該
定
年
前

二

前
項
の
職
員
の
う
ち
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員

当
該
定
年
前

再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
の
勤
勉
手
当
基
礎
額
に
百
分
の
四
十
七
・
五
（

再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
の
勤
勉
手
当
基
礎
額
に
百
分
の
五
十

（

特
定
幹
部
職
員
に
あ
つ
て
は
、
百
分
の
五
十
七
・
五
）
を
乗
じ
て
得
た
額

特
定
幹
部
職
員
に
あ
つ
て
は
、
百
分
の
六
十

）
を
乗
じ
て
得
た
額

の
総
額

の
総
額

３
～
５

略

３
～
５

略
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一
般
職
の
任
期
付
研
究
員
の
採
用
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
第
三
条
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
給
与
に
関
す
る
特
例
）

（
給
与
に
関
す
る
特
例
）

第
五
条

第
三
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
任
期
を
定
め
て
採
用
さ
れ
た
職
員
（

第
五
条

第
三
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
任
期
を
定
め
て
採
用
さ
れ
た
職
員
（

以
下
「
第
一
号
任
期
付
研
究
員
」
と
い
う
。
）
に
は
、
次
の
給
料
表
を
適
用

以
下
「
第
一
号
任
期
付
研
究
員
」
と
い
う
。
）
に
は
、
次
の
給
料
表
を
適
用

す
る
。

す
る
。

２

第
三
条
第
二
号
の
規
定
に
よ
り
任
期
を
定
め
て
採
用
さ
れ
た
職
員
（
以
下

２

第
三
条
第
二
号
の
規
定
に
よ
り
任
期
を
定
め
て
採
用
さ
れ
た
職
員
（
以
下

「
第
二
号
任
期
付
研
究
員
」
と
い
う
。
）
に
は
、
次
の
給
料
表
を
適
用
す
る

「
第
二
号
任
期
付
研
究
員
」
と
い
う
。
）
に
は
、
次
の
給
料
表
を
適
用
す
る

。

。

３
～
６

略

３
～
６

略

（
給
与
条
例
の
適
用
除
外
等
）

（
給
与
条
例
の
適
用
除
外
等
）

第
六
条

略

第
六
条

略

２

第
一
号
任
期
付
研
究
員
及
び
第
二
号
任
期
付
研
究
員
に
対
す
る
給
与
条
例

２

第
一
号
任
期
付
研
究
員
及
び
第
二
号
任
期
付
研
究
員
に
対
す
る
給
与
条
例

第
二
条
、
第
十
八
条
の
二
第
一
項
、
第
十
九
条
第
二
項
及
び
第
二
十
一
条
第

第
二
条
、
第
十
八
条
の
二
第
一
項
、
第
十
九
条
第
二
項
及
び
第
二
十
一
条
第

号給 給料月額

円

１ 399,937

２ 459,374

３ 519,818

４ 600,410

５ 698,128

６ 796,853

号給 給料月額

円

１ 333,449

２ 369,715

３ 396,915

号給 給料月額

円

１ 398,692

２ 459,100

３ 519,508

４ 600,052

５ 697,712

６ 796,399

号給 給料月額

円

１ 332,244

２ 368,488

３ 396,679

二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
給
与
条
例
第
二
条
中
「
義
務
教
育
等
教

二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
給
与
条
例
第
二
条
中
「
義
務
教
育
等
教

員
特
別
手
当
」
と
あ
る
の
は
「
義
務
教
育
等
教
員
特
別
手
当
、
一
般
職
の
任

員
特
別
手
当
」
と
あ
る
の
は
「
義
務
教
育
等
教
員
特
別
手
当
、
一
般
職
の
任

期
付
研
究
員
の
採
用
等
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
二
年
秋
田
県
条
例
第
百
五

期
付
研
究
員
の
採
用
等
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
二
年
秋
田
県
条
例
第
百
五

十
二
号
。
以
下
「
任
期
付
研
究
員
条
例
」
と
い
う
。
）
第
五
条
第
五
項
に
規

十
二
号
。
以
下
「
任
期
付
研
究
員
条
例
」
と
い
う
。
）
第
五
条
第
五
項
に
規

定
す
る
任
期
付
研
究
員
業
績
手
当
」
と
、
給
与
条
例
第
十
八
条
の
二
第
一
項

定
す
る
任
期
付
研
究
員
業
績
手
当
」
と
、
給
与
条
例
第
十
八
条
の
二
第
一
項

中
「
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
」
と
あ
る
の
は
「
第
九
条
第
一
項
に

中
「
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
」
と
あ
る
の
は
「
第
九
条
第
一
項
に

規
定
す
る
職
員
又
は
任
期
付
研
究
員
条
例
第
三
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
採

規
定
す
る
職
員
又
は
任
期
付
研
究
員
条
例
第
三
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
採

用
さ
れ
た
職
員
」
と
、
給
与
条
例
第
十
九
条
第
二
項
中
「
第
九
条
第
一
項
に

用
さ
れ
た
職
員
」
と
、
給
与
条
例
第
十
九
条
第
二
項
中
「
第
九
条
第
一
項
に

規
定
す
る
職
員
」
と
あ
る
の
は
「
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
及
び
任

規
定
す
る
職
員
」
と
あ
る
の
は
「
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
及
び
任

期
付
研
究
員
条
例
第
三
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
職
員
」
と
、

期
付
研
究
員
条
例
第
三
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
職
員
」
と
、

給
与
条
例
第
二
十
一
条
第
二
項
中
「
百
分
の
百
十
七
・
五
」
と
あ
る
の
は
「

給
与
条
例
第
二
十
一
条
第
二
項
中
「
百
分
の
百
十
七
・
五
」
と
あ
る
の
は
「

百
分
の
百
六
十
七
・
五
」
と
す
る
。

百
分
の
百
五
十
七
・
五
」
と
す
る
。

一
般
職
の
任
期
付
職
員
の
採
用
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
第
四
条
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
特
定
任
期
付
職
員
の
給
与
に
関
す
る
特
例
）

（
特
定
任
期
付
職
員
の
給
与
に
関
す
る
特
例
）

第
七
条

第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
任
期
を
定
め
て
採
用
さ
れ
た
職
員
（

第
七
条

第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
任
期
を
定
め
て
採
用
さ
れ
た
職
員
（

企
業
職
員
（
地
方
公
営
企
業
等
の
労
働
関
係
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
七

企
業
職
員
（
地
方
公
営
企
業
等
の
労
働
関
係
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
七

年
法
律
第
二
百
八
十
九
号
）
第
三
条
第
一
号
の
地
方
公
営
企
業
に
勤
務
す
る

年
法
律
第
二
百
八
十
九
号
）
第
三
条
第
一
号
の
地
方
公
営
企
業
に
勤
務
す
る

一
般
職
に
属
す
る
地
方
公
務
員
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
で
あ
る
者
を
除
く

一
般
職
に
属
す
る
地
方
公
務
員
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
で
あ
る
者
を
除
く

。
以
下
「
特
定
任
期
付
職
員
」
と
い
う
。
）
に
は
、
次
の
給
料
表
を
適
用
す

。
以
下
「
特
定
任
期
付
職
員
」
と
い
う
。
）
に
は
、
次
の
給
料
表
を
適
用
す

る
。

る
。
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２
～
５

略

２
～
５

略

（
特
定
任
期
付
職
員
の
給
与
条
例
の
適
用
除
外
等
）

（
特
定
任
期
付
職
員
の
給
与
条
例
の
適
用
除
外
等
）

第
八
条

略

第
八
条

略

２

特
定
任
期
付
職
員
に
対
す
る
給
与
条
例
第
二
条
、
第
十
一
条
の
三
、
第
十

２

特
定
任
期
付
職
員
に
対
す
る
給
与
条
例
第
二
条
、
第
十
一
条
の
三
、
第
十

八
条
の
二
第
一
項
、
第
十
九
条
第
二
項
及
び
第
二
十
一
条
第
二
項
の
規
定
の

八
条
の
二
第
一
項
、
第
十
九
条
第
二
項
及
び
第
二
十
一
条
第
二
項
の
規
定
の

適
用
に
つ
い
て
は
、
給
与
条
例
第
二
条
中
「
義
務
教
育
等
教
員
特
別
手
当
」

適
用
に
つ
い
て
は
、
給
与
条
例
第
二
条
中
「
義
務
教
育
等
教
員
特
別
手
当
」

と
あ
る
の
は
「
義
務
教
育
等
教
員
特
別
手
当
、
一
般
職
の
任
期
付
職
員
の
採

と
あ
る
の
は
「
義
務
教
育
等
教
員
特
別
手
当
、
一
般
職
の
任
期
付
職
員
の
採

用
等
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
四
年
秋
田
県
条
例
第
六
十
九
号
。
以
下
「
任

用
等
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
四
年
秋
田
県
条
例
第
六
十
九
号
。
以
下
「
任

期
付
職
員
条
例
」
と
い
う
。
）
第
七
条
第
四
項
に
規
定
す
る
特
定
任
期
付
職

期
付
職
員
条
例
」
と
い
う
。
）
第
七
条
第
四
項
に
規
定
す
る
特
定
任
期
付
職

員
業
績
手
当
」
と
、
給
与
条
例
第
十
一
条
の
三
中
「
職
員
」
と
あ
る
の
は
「

員
業
績
手
当
」
と
、
給
与
条
例
第
十
一
条
の
三
中
「
職
員
」
と
あ
る
の
は
「

職
員
及
び
任
期
付
職
員
条
例
第
七
条
第
一
項
の
給
料
表
の
適
用
を
受
け
る
職

職
員
及
び
任
期
付
職
員
条
例
第
七
条
第
一
項
の
給
料
表
の
適
用
を
受
け
る
職

員
（
医
療
業
務
に
従
事
す
る
職
員
で
人
事
委
員
会
の
定
め
る
も
の
に
限
る
。

員
（
医
療
業
務
に
従
事
す
る
職
員
で
人
事
委
員
会
の
定
め
る
も
の
に
限
る
。

）
」
と
、
給
与
条
例
第
十
八
条
の
二
第
一
項
中
「
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す

）
」
と
、
給
与
条
例
第
十
八
条
の
二
第
一
項
中
「
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す

る
職
員
」
と
あ
る
の
は
「
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
又
は
任
期
付
職

る
職
員
」
と
あ
る
の
は
「
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
又
は
任
期
付
職

員
条
例
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
職
員
」
と
、
給
与
条
例

員
条
例
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
職
員
」
と
、
給
与
条
例

第
十
九
条
第
二
項
中
「
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
」
と
あ
る
の
は
「

第
十
九
条
第
二
項
中
「
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
」
と
あ
る
の
は
「

第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
及
び
任
期
付
職
員
条
例
第
二
条
第
一
項
の

第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
及
び
任
期
付
職
員
条
例
第
二
条
第
一
項
の

規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
職
員
」
と
、
給
与
条
例
第
二
十
一
条
第
二
項
中
「

規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
職
員
」
と
、
給
与
条
例
第
二
十
一
条
第
二
項
中
「

百
分
の
百
十
七
・
五
」
と
あ
る
の
は
「
百
分
の
百
六
十
七
・
五
」
と
す
る
。

百
分
の
百
十
七
・
五
」
と
あ
る
の
は
「
百
分
の
百
五
十
七
・
五
」
と
す
る
。

号給 給料月額

円

１ 377,775

２ 425,122

３ 475,492

４ 536,944

５ 612,499

６ 715,254

７ 836,142

号給 給料月額

円

１ 376,543

２ 424,869

３ 475,209

４ 536,624

５ 612,134

６ 714,828

７ 835,714

一
般
職
の
任
期
付
研
究
員
の
採
用
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
第
五
条
第
一
号
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
給
与
条
例
の
適
用
除
外
等
）

（
給
与
条
例
の
適
用
除
外
等
）

第
六
条

略

第
六
条

略

２

第
一
号
任
期
付
研
究
員
及
び
第
二
号
任
期
付
研
究
員
に
対
す
る
給
与
条
例

２

第
一
号
任
期
付
研
究
員
及
び
第
二
号
任
期
付
研
究
員
に
対
す
る
給
与
条
例

第
二
条
、
第
十
八
条
の
二
第
一
項
、
第
十
九
条
第
二
項
及
び
第
二
十
一
条
第

第
二
条
、
第
十
八
条
の
二
第
一
項
、
第
十
九
条
第
二
項
及
び
第
二
十
一
条
第

二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
給
与
条
例
第
二
条
中
「
義
務
教
育
等
教

二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
給
与
条
例
第
二
条
中
「
義
務
教
育
等
教

員
特
別
手
当
」
と
あ
る
の
は
「
義
務
教
育
等
教
員
特
別
手
当
、
一
般
職
の
任

員
特
別
手
当
」
と
あ
る
の
は
「
義
務
教
育
等
教
員
特
別
手
当
、
一
般
職
の
任

期
付
研
究
員
の
採
用
等
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
二
年
秋
田
県
条
例
第
百
五

期
付
研
究
員
の
採
用
等
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
二
年
秋
田
県
条
例
第
百
五

十
二
号
。
以
下
「
任
期
付
研
究
員
条
例
」
と
い
う
。
）
第
五
条
第
五
項
に
規

十
二
号
。
以
下
「
任
期
付
研
究
員
条
例
」
と
い
う
。
）
第
五
条
第
五
項
に
規

定
す
る
任
期
付
研
究
員
業
績
手
当
」
と
、
給
与
条
例
第
十
八
条
の
二
第
一
項

定
す
る
任
期
付
研
究
員
業
績
手
当
」
と
、
給
与
条
例
第
十
八
条
の
二
第
一
項

中
「
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
」
と
あ
る
の
は
「
第
九
条
第
一
項
に

中
「
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
」
と
あ
る
の
は
「
第
九
条
第
一
項
に

規
定
す
る
職
員
又
は
任
期
付
研
究
員
条
例
第
三
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
採

規
定
す
る
職
員
又
は
任
期
付
研
究
員
条
例
第
三
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
採

用
さ
れ
た
職
員
」
と
、
給
与
条
例
第
十
九
条
第
二
項
中
「
第
九
条
第
一
項
に

用
さ
れ
た
職
員
」
と
、
給
与
条
例
第
十
九
条
第
二
項
中
「
第
九
条
第
一
項
に

規
定
す
る
職
員
」
と
あ
る
の
は
「
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
及
び
任

規
定
す
る
職
員
」
と
あ
る
の
は
「
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
及
び
任

期
付
研
究
員
条
例
第
三
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
職
員
」
と
、

期
付
研
究
員
条
例
第
三
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
職
員
」
と
、

給
与
条
例
第
二
十
一
条
第
二
項
中
「
百
分
の
百
十
七
・
五
」
と
あ
る
の
は
「

給
与
条
例
第
二
十
一
条
第
二
項
中
「
百
分
の
百
十
七
・
五
」
と
あ
る
の
は
「

百
分
の
百
六
十
二
・
五
」
と
す
る
。

百
分
の
百
六
十
七
・
五
」
と
す
る
。

一
般
職
の
任
期
付
職
員
の
採
用
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
第
五
条
第
二
号
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
特
定
任
期
付
職
員
の
給
与
条
例
の
適
用
除
外
等
）

（
特
定
任
期
付
職
員
の
給
与
条
例
の
適
用
除
外
等
）

第
八
条

略

第
八
条

略

２

特
定
任
期
付
職
員
に
対
す
る
給
与
条
例
第
二
条
、
第
十
一
条
の
三
、
第
十

２

特
定
任
期
付
職
員
に
対
す
る
給
与
条
例
第
二
条
、
第
十
一
条
の
三
、
第
十

八
条
の
二
第
一
項
、
第
十
九
条
第
二
項
及
び
第
二
十
一
条
第
二
項
の
規
定
の

八
条
の
二
第
一
項
、
第
十
九
条
第
二
項
及
び
第
二
十
一
条
第
二
項
の
規
定
の

15



1
8
8
,9
7
6

適
用
に
つ
い
て
は
、
給
与
条
例
第
二
条
中
「
義
務
教
育
等
教
員
特
別
手
当
」

適
用
に
つ
い
て
は
、
給
与
条
例
第
二
条
中
「
義
務
教
育
等
教
員
特
別
手
当
」

と
あ
る
の
は
「
義
務
教
育
等
教
員
特
別
手
当
、
一
般
職
の
任
期
付
職
員
の
採

と
あ
る
の
は
「
義
務
教
育
等
教
員
特
別
手
当
、
一
般
職
の
任
期
付
職
員
の
採

用
等
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
四
年
秋
田
県
条
例
第
六
十
九
号
。
以
下
「
任

用
等
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
四
年
秋
田
県
条
例
第
六
十
九
号
。
以
下
「
任

期
付
職
員
条
例
」
と
い
う
。
）
第
七
条
第
四
項
に
規
定
す
る
特
定
任
期
付
職

期
付
職
員
条
例
」
と
い
う
。
）
第
七
条
第
四
項
に
規
定
す
る
特
定
任
期
付
職

員
業
績
手
当
」
と
、
給
与
条
例
第
十
一
条
の
三
中
「
職
員
」
と
あ
る
の
は
「

員
業
績
手
当
」
と
、
給
与
条
例
第
十
一
条
の
三
中
「
職
員
」
と
あ
る
の
は
「

職
員
及
び
任
期
付
職
員
条
例
第
七
条
第
一
項
の
給
料
表
の
適
用
を
受
け
る
職

職
員
及
び
任
期
付
職
員
条
例
第
七
条
第
一
項
の
給
料
表
の
適
用
を
受
け
る
職

員
（
医
療
業
務
に
従
事
す
る
職
員
で
人
事
委
員
会
の
定
め
る
も
の
に
限
る
。

員
（
医
療
業
務
に
従
事
す
る
職
員
で
人
事
委
員
会
の
定
め
る
も
の
に
限
る
。

）
」
と
、
給
与
条
例
第
十
八
条
の
二
第
一
項
中
「
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す

）
」
と
、
給
与
条
例
第
十
八
条
の
二
第
一
項
中
「
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す

る
職
員
」
と
あ
る
の
は
「
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
又
は
任
期
付
職

る
職
員
」
と
あ
る
の
は
「
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
又
は
任
期
付
職

員
条
例
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
職
員
」
と
、
給
与
条
例

員
条
例
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
職
員
」
と
、
給
与
条
例

第
十
九
条
第
二
項
中
「
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
」
と
あ
る
の
は
「

第
十
九
条
第
二
項
中
「
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
」
と
あ
る
の
は
「

第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
及
び
任
期
付
職
員
条
例
第
二
条
第
一
項
の

第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
及
び
任
期
付
職
員
条
例
第
二
条
第
一
項
の

規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
職
員
」
と
、
給
与
条
例
第
二
十
一
条
第
二
項
中
「

規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
職
員
」
と
、
給
与
条
例
第
二
十
一
条
第
二
項
中
「

百
分
の
百
十
七
・
五
」
と
あ
る
の
は
「
百
分
の
百
六
十
二
・
五
」
と
す
る
。

百
分
の
百
十
七
・
五
」
と
あ
る
の
は
「
百
分
の
百
六
十
七
・
五
」
と
す
る
。

一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
（
令
和
四
年
秋
田
県
条
例
第
三
十
八
号
）
の
一
部
改
正
（
附
則
第
四
項
に
よ
る
改
正
）

新

旧

略

略

別
表
第
一
再
任
用
職
員
以
外
の
職
員
の
欄
中
「
再
任
用
職
員
」
を
「
定
年
前

別
表
第
一
再
任
用
職
員
以
外
の
職
員
の
欄
中
「
再
任
用
職
員
」
を
「
定
年
前

再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
」
に
改
め
、
同
表
再
任
用
職
員
の
欄
を
次
の
よ
う
に

再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
」
に
改
め
、
同
表
再
任
用
職
員
の
欄
を
次
の
よ
う
に

改
め
る
。

改
め
る
。

定
年

基
準

基
準

基
準

基
準

基
準

基
準

基
準

基
準

基
準

定
年

基
準

基
準

基
準

基
準

基
準

基
準

基
準

基
準

基
準

前
再

給
料

給
料

給
料

給
料

給
料

給
料

給
料

給
料

給
料

前
再

給
料

給
料

給
料

給
料

給
料

給
料

給
料

給
料

給
料

任
用

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

任
用

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

短
時

円
円

円
円

円
円

円
円

円
短
時

円
円

円
円

円
円

円
円

円

間
勤

間
勤

務
職

務
職

2
16
,7
9
2

2
57
,0
8
8

2
76
,6
3
2

2
91
,8
4
3

3
17
,4
3
1

3
59
,4
4
0

3
92
,7
8
5

4
44
,2
6
3

1
89
,0
8
8

2
1
6
,6
6
3

2
5
6
,9
3
5

2
7
6
,4
6
7

2
9
1
,6
6
9

3
1
7
,2
4
2

3
5
9
,2
2
6

3
9
2
,5
5
1

4
4
3
,9
9
8

員
員

略

略

別
表
第
二
再
任
用
職
員
以
外
の
職
員
の
欄
中
「
再
任
用
職
員
」
を
「
定
年
前

別
表
第
二
再
任
用
職
員
以
外
の
職
員
の
欄
中
「
再
任
用
職
員
」
を
「
定
年
前

再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
」
に
改
め
、
同
表
再
任
用
職
員
の
欄
を
次
の
よ
う
に

再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
」
に
改
め
、
同
表
再
任
用
職
員
の
欄
を
次
の
よ
う
に

改
め
る
。

改
め
る
。

定
年

基
準

基
準

基
準

基
準

基
準

基
準

基
準

基
準

基
準

定
年

基
準

基
準

基
準

基
準

基
準

基
準

基
準

基
準

基
準

前
再

給
料

給
料

給
料

給
料

給
料

給
料

給
料

給
料

給
料

前
再

給
料

給
料

給
料

給
料

給
料

給
料

給
料

給
料

給
料

任
用

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

任
用

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

短
時

円
円

円
円

円
円

円
円

円
短
時

円
円

円
円

円
円

円
円

円

間
勤

間
勤

務
職

務
職

員
員

別
表
第
三
再
任
用
職
員
以
外
の
職
員
の
欄
中
「
再
任
用
職
員
」
を
「
定
年
前

別
表
第
三
再
任
用
職
員
以
外
の
職
員
の
欄
中
「
再
任
用
職
員
」
を
「
定
年
前

再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
」
に
改
め
、
同
表
再
任
用
職
員
の
欄
を
次
の
よ
う
に

再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
」
に
改
め
、
同
表
再
任
用
職
員
の
欄
を
次
の
よ
う
に

改
め
る
。

改
め
る
。

定
年

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

定
年

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

前
再

円
円

円
円

前
再

円
円

円
円

任
用

任
用

短
時

短
時

間
勤

間
勤

務
職

務
職

員
員

別
表
第
四
第
一
号
の
表
再
任
用
職
員
以
外
の
職
員
の
欄
中
「
再
任
用
職
員
」

別
表
第
四
第
一
号
の
表
再
任
用
職
員
以
外
の
職
員
の
欄
中
「
再
任
用
職
員
」

を
「
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
」
に
改
め
、
同
表
再
任
用
職
員
の
欄
を

を
「
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
」
に
改
め
、
同
表
再
任
用
職
員
の
欄
を

次
の
よ
う
に
改
め
る
。

次
の
よ
う
に
改
め
る
。

定
年

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

定
年

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

前
再

円
円

円
円

前
再

円
円

円
円

任
用

任
用

短
時

短
時

間
勤

間
勤

2
5
5,0

7
3

2
5
9,2

0
4

2
9
0,7

3
5

3
0
7,3

5
7

3
2
1,5

6
2

3
4
5,3

3
6

3
8
0,6

9
6

4
1
2,5

3
0

2
4
3,2

8
7

2
2
1
,9
3
0

2
5
2
,1
5
2

28
1
,7
6
9

32
2
,7
7
0

2
5
4,9

2
1

2
5
9,0

4
9

2
9
0,5

6
2

3
0
7,1

7
4

3
2
1,3

7
0

3
4
5,1

3
1

3
8
0,4

6
9

4
1
2,2

8
4

2
4
3,1

4
2

28
1
,6
0
1

25
2
,0
0
2

22
1
,7
9
8

32
2
,5
7
8
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務
職

務
職

員
員

別
表
第
四
第
二
号
の
表
再
任
用
職
員
以
外
の
職
員
の
欄
中
「
再
任
用
職
員
」

別
表
第
四
第
二
号
の
表
再
任
用
職
員
以
外
の
職
員
の
欄
中
「
再
任
用
職
員
」

を
「
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
」
に
改
め
、
同
表
再
任
用
職
員
の
欄
を

を
「
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
」
に
改
め
、
同
表
再
任
用
職
員
の
欄
を

次
の
よ
う
に
改
め
る
。

次
の
よ
う
に
改
め
る
。

定
年

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

定
年

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

前
再

円
円

円
円

前
再

円
円

円
円

任
用

任
用

短
時

短
時

間
勤

間
勤

務
職

務
職

員
員

別
表
第
五
再
任
用
職
員
以
外
の
職
員
の
欄
中
「
再
任
用
職
員
」
を
「
定
年
前

別
表
第
五
再
任
用
職
員
以
外
の
職
員
の
欄
中
「
再
任
用
職
員
」
を
「
定
年
前

再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
」
に
改
め
、
同
表
再
任
用
職
員
の
欄
を
次
の
よ
う
に

再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
」
に
改
め
、
同
表
再
任
用
職
員
の
欄
を
次
の
よ
う
に

改
め
る
。

改
め
る
。

定
年

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

定
年

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

前
再

円
円

円
円

円
前
再

円
円

円
円

円

任
用

任
用

短
時

短
時

間
勤

間
勤

務
職

務
職

員
員

略

略

別
表
第
六
第
二
号
の
表
再
任
用
職
員
以
外
の
職
員
の
欄
中
「
再
任
用
職
員
」

別
表
第
六
第
二
号
の
表
再
任
用
職
員
以
外
の
職
員
の
欄
中
「
再
任
用
職
員
」

を
「
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
」
に
改
め
、
同
表
再
任
用
職
員
の
欄
を

を
「
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
」
に
改
め
、
同
表
再
任
用
職
員
の
欄
を

次
の
よ
う
に
改
め
る
。

次
の
よ
う
に
改
め
る
。

定
年

基
準
給

基
準
給

基
準
給

基
準
給

基
準
給

基
準
給

基
準
給

定
年

基
準
給

基
準
給

基
準
給

基
準
給

基
準
給

基
準
給

基
準
給

前
再

料
月
額

料
月
額

料
月
額

料
月
額

料
月
額

料
月
額

料
月
額

前
再

料
月
額

料
月
額

料
月
額

料
月
額

料
月
額

料
月
額

料
月
額

任
用

任
用

短
時

円
円

円
円

円
円

円
短
時

円
円

円
円

円
円

円

2
3
5
,7
3
1

2
7
6
,3
2
9

3
3
3
,5
5
0

4
1
8
,2
7
2

2
2
6,8

6
6

2
7
3,1

0
6

3
2
6,8

0
0

4
0
8,1

9
8

2
2
6,7

3
1

2
7
2,9

4
3

3
2
6,6

0
5

4
0
7,9

5
5

21
9
,1
0
9

26
0
,6
1
4

28
5
,5
9
7

21
8
,9
7
9

26
0
,4
5
9

28
5
,4
2
7

32
8
,1
1
6

38
7
,0
1
3

38
7
,2
4
4

32
8
,3
1
1

3
3
3
,3
5
1

2
7
6
,1
6
5

2
3
5
,5
9
1

4
1
8
,0
2
3

間
勤

間
勤

務
職

務
職

員
員

別
表
第
六
第
三
号
の
表
再
任
用
職
員
以
外
の
職
員
の
欄
中
「
再
任
用
職
員
」

別
表
第
六
第
三
号
の
表
再
任
用
職
員
以
外
の
職
員
の
欄
中
「
再
任
用
職
員
」

を
「
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
」
に
改
め
、
同
表
再
任
用
職
員
の
欄
を

を
「
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
」
に
改
め
、
同
表
再
任
用
職
員
の
欄
を

次
の
よ
う
に
改
め
る
。

次
の
よ
う
に
改
め
る
。

定
年

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

定
年

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

基
準
給
料
月
額

前
再

円
円

円
円

円
前
再

円
円

円
円

円

任
用

任
用

短
時

短
時

間
勤

間
勤

務
職

務
職

員
員

略

略

1
90
,0
9
6

2
84
,1
8
7

1
89
,9
8
3

2
16
,7
6
4

2
45
,1
5
5

2
84
,0
1
8

2
58
,6
4
6

3
24
,9
9
5

2
16
,8
9
3

2
45
,3
0
1

2
58
,8
0
1

3
25
,1
8
8

3
67
,7
0
1

3
67
,4
8
2

2
3
6
,8
3
9

2
5
7
,2
8
9

2
6
4
,5
4
3

2
3
6
,6
9
8

2
5
7
,1
3
6

2
6
4
,3
8
5

2
7
4
,6
5
5

2
9
1
,0
6
5

2
9
1
,2
3
9

2
7
4
,8
1
8
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「知事等の給与および旅費に関する条例の一部を改正する条例案」について（議案第１７７号）

人事課

１ 改正理由

一般職の職員の給与改定により、知事等の期末手当の額を改定する必要がある。

２ 改正内容

知事、副知事及び常勤の監査委員に対する期末手当の年間支給月数を引き上げる。

現 行 改 正 後
令和４年度 令和５年度以降

６月 １．５５月 １．５５月 １．５７５月
（＋０．０２５月）

１２月 １．５５月 １．６０月 １．５７５月
（＋０．０５月） (＋０．０２５月)

年間計 ３．１０月 ３．１５月 ３．１５月
（＋０．０５月） （＋０．０５月）

３ 施行期日

○ 公布の日：令和４年度分〔令和４年１２月１日遡及適用〕

○ 令和５年４月１日：令和５年度以降分
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知
事
等
の
給
与
お
よ
び
旅
費
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

知
事
等
の
給
与
お
よ
び
旅
費
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
第
一
条
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
期
末
手
当
）

（
期
末
手
当
）

第
八
条

略

第
八
条

略

２

知
事
等
の
期
末
手
当
の
額
は
、
職
員
の
給
与
条
例
の
適
用
を
受
け
る
職
員

２

知
事
等
の
期
末
手
当
の
額
は
、
職
員
の
給
与
条
例
の
適
用
を
受
け
る
職
員

の
例
に
よ
り
算
出
し
た
額
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
職
員
の
給
与
条

の
例
に
よ
り
算
出
し
た
額
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
職
員
の
給
与
条

例
第
二
十
一
条
第
二
項
中
「
期
末
手
当
基
礎
額
」
と
あ
る
の
は
「
給
料
月
額

例
第
二
十
一
条
第
二
項
中
「
期
末
手
当
基
礎
額
」
と
あ
る
の
は
「
給
料
月
額

の
百
分
の
百
四
十
五
に
相
当
す
る
額
」
と
、
「
百
分
の
百
十
七
・
五
」
と
あ

の
百
分
の
百
四
十
五
に
相
当
す
る
額
」
と
、
「
百
分
の
百
十
七
・
五
」
と
あ

る
の
は
「
百
分
の
百
六
十

」
と
す
る
。

る
の
は
「
百
分
の
百
五
十
五
」
と
す
る
。

３
・
４

略

３
・
４

略

知
事
等
の
給
与
お
よ
び
旅
費
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
第
二
条
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
期
末
手
当
）

（
期
末
手
当
）

第
八
条

略

第
八
条

略

２

知
事
等
の
期
末
手
当
の
額
は
、
職
員
の
給
与
条
例
の
適
用
を
受
け
る
職
員

２

知
事
等
の
期
末
手
当
の
額
は
、
職
員
の
給
与
条
例
の
適
用
を
受
け
る
職
員

の
例
に
よ
り
算
出
し
た
額
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
職
員
の
給
与
条

の
例
に
よ
り
算
出
し
た
額
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
職
員
の
給
与
条

例
第
二
十
一
条
第
二
項
中
「
期
末
手
当
基
礎
額
」
と
あ
る
の
は
「
給
料
月
額

例
第
二
十
一
条
第
二
項
中
「
期
末
手
当
基
礎
額
」
と
あ
る
の
は
「
給
料
月
額

の
百
分
の
百
四
十
五
に
相
当
す
る
額
」
と
、
「
百
分
の
百
十
七
・
五
」
と
あ

の
百
分
の
百
四
十
五
に
相
当
す
る
額
」
と
、
「
百
分
の
百
十
七
・
五
」
と
あ

る
の
は
「
百
分
の
百
五
十
七
・
五
」
と
す
る
。

る
の
は
「
百
分
の
百
六
十

」
と
す
る
。

３
・
４

略

３
・
４

略

19



「個人情報の保護に関する法律施行条例案」等について（議案第１７８号～第１８０号）

広報広聴課

１ 制定理由

令和３年５月に公布されたデジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第３７号）に
よる個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）の改正により（以下「改正法」という。）、地方公共団体に
おける個人情報保護制度は、令和５年４月から改正法の下に一元化され、その所管は国の個人情報保護委員会となる。
このため、秋田県個人情報保護条例（平成１２年秋田県条例第１３８号。以下「現行条例」という。）を廃止し、改正法

で条例による規定が必要とされた事項及び規定を置くことが認められた事項を定める改正法施行条例を制定する等の必
要がある。

２ 主な規定内容

⑴ 個人情報の保護に関する法律施行条例案（議案第１７９号関係）

① 登録簿の作成及び公表等（第２条関係）
現行条例下での運用を継続するため、個人情報を取り扱う事務について、その事務の名称、目的、記録項目等を記

載した個人情報取扱事務登録簿を作成し、公表することとする。

② 開示決定等の期限及び特例（第３条及び第４条関係）
現行条例下での運用を継続するため、改正法に規定する期限を短縮し、請求があった日から１４日以内（現行条例

と同じ期限。期間計算の方法は改正法の規定に合わせて初日不算入とする。）に開示決定等をしなければならないこと
とする。

③ 開示請求に係る費用の負担及び手数料（第５条及び第６条関係）
現行条例下での運用を継続するため、行政文書の写し等の交付に要する費用を開示請求者の負担とすることとし、

手数料は徴収しないこととする。
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④ 行政機関等匿名加工情報の利用に係る手数料（第７条関係）
改正法の施行に伴い導入される行政機関等匿名加工情報の利用に係る手数料について、標準とされる政令で定め

る額を手数料の額とする。
〔手数料の積算方法〕 21,000 円＋作成時間（職員の工数）1時間当たり 3,950 円＋委託料（作成を外部委託する場合）

⑤ 秋田県個人情報保護審査会への諮問（第８条関係）
個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要があると認めるときに

秋田県個人情報保護審査会に諮問できることとする。

⑵ 秋田県個人情報保護審査会条例案（議案第１８０号関係）

① 秋田県個人情報保護審査会を設置し、審査会の組織、審査請求に係る調査権限、調査手続等について定めることと
する。（第１条～第１１条関係）

② 委員の守秘義務違反に対する罰則（１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金）について定めることとする。（第１２
条関係）

⑶ 秋田県情報公開条例の一部を改正する条例案（議案第１７８号関係）

非公開情報に行政機関等匿名加工情報に関するものを追加することとする。（第６条関係）

３ 施行期日等

⑴ これらの条例は、令和５年４月１日から施行することとする。
⑵ 現行条例は、廃止することとする。
⑶ ２⑴及び⑵の条例の施行に関し、罰則等に関する所要の経過措置を規定することとする。
⑷ ２⑴及び⑵の条例の施行に関し、関係条例について所要の規定の整理を行うこととする。
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１ 概要

個人情報保護法の改正により、各機関で根拠法令が異なっていた個人情報保護制度は、令和５年４月１日から改正法の下に一元化され、

その所管は国の個人情報保護委員会となる。

これを受けて、本県の個人情報保護条例を廃止し、改正法で条例による規定が必要とされた事項及び規定を置くことが認められた事項を

定める個人情報の保護に関する法律施行条例の制定等を行う。

■改正法の趣旨

・個人情報ファイル簿の作成・公表

・行政機関等匿名加工情報制度の導入

行政機関等匿名加工情報制度

行政機関等が保有する個人情報ファイル（本人の数が 1,000 人以上）に

ついて個人情報ファイル簿を作成・公表し、事業者等から利用の提案が

あった場合、匿名加工情報（※）を提供することで、新たな産業の創出、活

力ある経済社会、豊かな国民生活の実現に資することを目的とした制度。

※匿名加工情報

特定の個人を識別できないように個人情報を加工して得られる情報で

あって、個人情報を復元することができないようにしたもの。

【加工の例】

・特定の個人を識別することができる記述等（氏名など）の全部又は一部を削除・

置換

・特異な記述等（「年齢１１６歳」など）を削除・置換

■法改正による個人情報保護制度の主な変更点

○「個人情報」の定義、取扱いの統一

大規模災害時等において、地方公共団体間での統一的な安否不明者の氏名等の公表により、効率的な救助・捜索活動が可能となる。

○開示請求手続

任意代理人からの請求や郵送による請求が可能となる。

○安全管理措置

漏えい等が発生し、個人の権利利益を害するおそれが大きい場合、個人情報保護委員会への報告や本人への通知が義務化される。

・「個人情報」の定義、行政機関等における個人情報の取扱い、開

示請求等の手続の統一

・個人情報保護委員会による監督・監視、制度運用の一元化

個人情報保護制度の見直し

制度の対象 根拠法令 所管

改
正
前

国の行政機関 行政機関個人情報保護法
総務省

独立行政法人等 独立行政法人等個人情報保護法

地方公共団体等 個人情報保護条例（団体ごと） 各地方公共団体

民間事業者 個人情報保護法 個人情報保護委員会

法律を１つに統合

改
正
後

国の行政機関

個人情報保護法 個人情報保護委員会
独立行政法人等

地方公共団体等

民間事業者

「個人情報保護」と「データ流通」の両立個人情報保護法制の一元化

「個人情報の保護に関する法律施行条例案」等について 広報広聴課

１ 概要
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２ 条例素案

■ 個人情報の保護に関する法律施行条例

■ 秋田県個人情報保護審査会条例

■ 秋田県情報公開条例の一部を改正する条例

条例による規定が必要とされた事項等について、規定内容を次のとおりとする。

○ 個人情報取扱事務登録簿

個人情報取扱事務について、現行条例と同様、個人情報の保有の状況に関する事項を記載した個人情報取扱事務登録簿を作

成・公表する。

○ 開示決定等の期限

開示決定等の期限は、改正法の規定を短縮して現行条例と同様とする。

○ 開示請求に係る費用の負担（必須）

文書の写し等の交付に係る費用（コピー代等）は、現行条例と同様、開示請求者の負担とする。

○ 行政機関等匿名加工情報の利用に係る手数料（必須）

行政機関等匿名加工情報の利用に係る手数料は、政令で定める額（国の手数料）と同額とする。

〔手数料の積算方法〕

21,000 円＋作成時間（職員の工数）1時間当たり 3,950 円＋委託料（作成を外部委託する場合）

改正法 原則 ３０日以内 延長 ３０日以内 計６０日以内

施行条例 原則 １４日以内 延長 ３０日以内 計４４日以内

秋田県個人情報保護審査会を設置し、審査会の組織、審査請求に係る調査権限、調査手続、委員の守秘義務違反に対する罰則等

について定める。

非公開情報に行政機関等匿名加工情報に関するものを追加する。

２ 施行条例等の主な規定内容

令和４年１２月 県議会へ条例案提出

令和５年 １月 個人情報保護委員会へ条例の届出

４月 個人情報の保護に関する法律施行条例等の施行、現行条例の廃止

３ 改正スケジュール
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秋
田
県
情
報
公
開
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

新

旧

（
公
開
義
務
）

（
公
開
義
務
）

第
六
条

実
施
機
関
は
、
公
開
請
求
が
あ
つ
た
と
き
は
、
公
開
請
求
に
係
る
行

第
六
条

実
施
機
関
は
、
公
開
請
求
が
あ
つ
た
と
き
は
、
公
開
請
求
に
係
る
行

政
文
書
に
次
の
各
号
に
掲
げ
る
情
報
（
以
下
「
非
公
開
情
報
」
と
い
う
。
）

政
文
書
に
次
の
各
号
に
掲
げ
る
情
報
（
以
下
「
非
公
開
情
報
」
と
い
う
。
）

の
い
ず
れ
か
が
記
録
さ
れ
て
い
る
場
合
を
除
き
、
公
開
請
求
を
し
た
も
の
（

の
い
ず
れ
か
が
記
録
さ
れ
て
い
る
場
合
を
除
き
、
公
開
請
求
を
し
た
も
の
（

以
下
「
公
開
請
求
者
」
と
い
う
。
）
に
対
し
、
当
該
行
政
文
書
の
公
開
を
し

以
下
「
公
開
請
求
者
」
と
い
う
。
）
に
対
し
、
当
該
行
政
文
書
の
公
開
を
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

個
人
に
関
す
る
情
報
（
事
業
を
営
む
個
人
の
当
該
事
業
に
関
す
る
情
報

一

個
人
に
関
す
る
情
報
（
事
業
を
営
む
個
人
の
当
該
事
業
に
関
す
る
情
報

を
除
く
。
）
で
あ
つ
て
、
当
該
情
報
に
含
ま
れ
る
氏
名
、
生
年
月
日
そ
の

を
除
く
。
）
で
あ
つ
て
、
当
該
情
報
に
含
ま
れ
る
氏
名
、
生
年
月
日
そ
の

他
の
記
述
等
（
文
書
、
図
画
若
し
く
は
電
磁
的
記
録
に
記
載
さ
れ
、
若
し

他
の
記
述
等

く
は
記
録
さ
れ
、
又
は
音
声
、
動
作
そ
の
他
の
方
法
を
用
い
て
表
さ
れ
た

一
切
の
事
項
を
い
う
。
第
三
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
よ
り
特
定
の
個
人

に
よ
り
特
定
の
個
人

を
識
別
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
（
他
の
情
報
と
照
合
す
る
こ
と
に
よ
り

を
識
別
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
（
他
の
情
報
と
照
合
す
る
こ
と
に
よ
り

、
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
な
る
も
の
を
含
む
。

、
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
な
る
も
の
を
含
む
。

）
。
た
だ
し
、
次
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。

）
。
た
だ
し
、
次
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。

㈠
～
㈤

略

㈠
～
㈤

略

二

個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
五
年
法
律
第
五
十
七
号
）

第
六
十
条
第
三
項
に
規
定
す
る
行
政
機
関
等
匿
名
加
工
情
報
（
同
条
第
四

項
に
規
定
す
る
行
政
機
関
等
匿
名
加
工
情
報
フ
ァ
イ
ル
を
構
成
す
る
も
の

に
限
る
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
行
政
機
関
等
匿
名
加
工
情
報
」
と
い

う
。
）
又
は
行
政
機
関
等
匿
名
加
工
情
報
の
作
成
に
用
い
た
同
条
第
一
項

に
規
定
す
る
保
有
個
人
情
報
か
ら
削
除
し
た
同
法
第
二
条
第
一
項
第
一
号

に
規
定
す
る
記
述
等
若
し
く
は
同
条
第
二
項
に
規
定
す
る
個
人
識
別
符
号

三
～
九

略

二
～
八

略

２
・
３

略

２
・
３

略

（
公
益
上
の
理
由
に
よ
る
裁
量
的
公
開
）

（
公
益
上
の
理
由
に
よ
る
裁
量
的
公
開
）

第
七
条

実
施
機
関
は
、
公
開
請
求
に
係
る
行
政
文
書
に
非
公
開
情
報
（
前
条

第
七
条

実
施
機
関
は
、
公
開
請
求
に
係
る
行
政
文
書
に
非
公
開
情
報
（
前
条

第
一
項
第
二
号
及
び
第
九
号
に
掲
げ
る
情
報
を
除
く
。
）
が
記
録
さ
れ
て
い

第
一
項
第
八
号

に
掲
げ
る
情
報
を
除
く
。
）
が
記
録
さ
れ
て
い

る
場
合
で
あ
つ
て
も
、
公
益
上
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
公
開

る
場
合
で
あ
つ
て
も
、
公
益
上
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
公
開

請
求
者
に
対
し
、
当
該
行
政
文
書
の
公
開
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

請
求
者
に
対
し
、
当
該
行
政
文
書
の
公
開
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
第
三
者
に
対
す
る
意
見
書
提
出
の
機
会
の
付
与
等
）

（
第
三
者
に
対
す
る
意
見
書
提
出
の
機
会
の
付
与
等
）

第
十
二
条

略

第
十
二
条

略

２

実
施
機
関
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
公
開
決
定

２

実
施
機
関
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
公
開
決
定

に
先
立
ち
、
当
該
第
三
者
に
対
し
、
公
開
請
求
に
係
る
行
政
文
書
の
表
示
そ

に
先
立
ち
、
当
該
第
三
者
に
対
し
、
公
開
請
求
に
係
る
行
政
文
書
の
表
示
そ

の
他
実
施
機
関
が
定
め
る
事
項
を
書
面
に
よ
り
通
知
し
て
、
意
見
書
を
提
出

の
他
実
施
機
関
が
定
め
る
事
項
を
書
面
に
よ
り
通
知
し
て
、
意
見
書
を
提
出

す
る
機
会
を
与
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
当
該
第
三
者
の
所
在
が

す
る
機
会
を
与
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
当
該
第
三
者
の
所
在
が

判
明
し
な
い
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

判
明
し
な
い
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

一

第
三
者
に
関
す
る
情
報
が
記
録
さ
れ
て
い
る
行
政
文
書
の
公
開
を
し
よ

一

第
三
者
に
関
す
る
情
報
が
記
録
さ
れ
て
い
る
行
政
文
書
の
公
開
を
し
よ

う
と
す
る
場
合
で
あ
つ
て
、
当
該
情
報
が
第
六
条
第
一
項
第
一
号
㈣
若
し

う
と
す
る
場
合
で
あ
つ
て
、
当
該
情
報
が
第
六
条
第
一
項
第
一
号
㈣
若
し

く
は
㈤
又
は
同
項
第
三
号
㈠
か
ら
㈢
ま
で
に
掲
げ
る
情
報
に
該
当
す
る
と

く
は
㈤
又
は
同
項
第
二
号
㈠
か
ら
㈢
ま
で
に
掲
げ
る
情
報
に
該
当
す
る
と

認
め
ら
れ
る
と
き
。

認
め
ら
れ
る
と
き
。

二

略

二

略

３

略

３

略
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